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【津波浸水域想定図】 

 名和町蓮池交差点から北側及び太田川駅西側、信濃川周辺において浸水する可能性

がある。 
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【津波浸水域想定図 市役所周辺】 

 芸術劇場は浸水域には入っていないが、周辺では浸水する可能性がある。 

 

  

※太田川駅周辺地区において、土地区画

整理事業により地盤高がかさ上げさ

れているため、浸水想定区域は愛知県

被害予測結果よりも縮小する箇所が

ある。 
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３ 職員参集予測 

  職員の参集方法 

   地震が起きてから１週間までは、徒歩によるものとし、時速３㎞で参集するも

のとする。また、１週間以降は、交通機関等を利用できるものとして、職員の参

集率を想定する。 

  参集職員の条件 

  ア 長期間参集できない職員 

    「過去地震最大モデル」による想定では、冬・深夜（５時）のケースの場合、

愛知県全体の死者数は６，４００人と想定され、これは県の人口（７，４６０，

５２９人）の０．０８％に当たる。 

    要因別では、浸水・津波による死者数が３，９００人となっており、全体の

約６１％、建物倒壊等による死者数が２，４００人で全体の約３８％の想定で

ある。 

    市職員数は８７５人（平成２７年（２０１５年）４月１日時点）で、職員及

び家族の人数を約１，６００人と想定すると、職員及び家族の死亡により長期

間参集できない職員数は約１人の０．１％となる。したがって本想定では、長

期間参集できない職員は考慮しないこととする。 

  イ 直線距離２０km圏内の想定 

    発災から１週間までは、徒歩による参集を想定しているため、参集可能な直

線距離２０km圏内に居住する職員を対象とする。 

    ただし、津波浸水及び液状化等の被害を受け、道路や鉄道が寸断される可能

性のある名古屋市以西に居住する職員は除くものとする。 

  職員参集予測の結果 

 

 

30分まで 1時間まで 3時間まで 1日まで 3日まで 1ヶ月まで

～1km ～2km 東海市内
～6km

※名古屋市以西を除く
～20km

※名古屋市以西を除く

20km～
名古屋市内

県外（東京・長野・三重）

人数 53 99 216 65 117 73

累計 53 152 368 433 550 623

割合 9% 24% 59% 70% 88% 100%

※ 職員参集の算定に当たっては、全ての職員が市庁舎へ参集するものとして計算。ただし、保育職は除く。 
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  職員参集の分析 

   阪神・淡路大震災発生時の兵庫県及び兵庫県内市町村における参集率を見てみ

ると、兵庫県、神戸市、伊丹市、西宮市、芦屋市及び宝塚市の地震発生当日の参

集率の平均は約４８％であり、発災から４日目までの平均は約７６％であった。 

   本市においては「  参集職員の条件」のとおり集計し、結果は「  職員参

集予測の結果」のとおりとなったが、この数字は最大値であり、阪神・淡路大震

災の参集率を考慮すると、発災から４日までに来られる職員は約７割と考えられ

る。 

   （出典：（財）消防科学総合センター『地域防災データ総覧 阪神・淡路大震災基礎データ編』）。 

  

53

152

368

433

550

623

0

100

200

300

400

500

600

700

30分まで 1時間まで 3時間まで 1日まで 3日まで 1ヶ月まで

参
集
累
積
人
数
（
人
）

参集時間



23 
 

第３章 非常時優先業務（１ヶ月間）の実施体制 

 

 

 

１ 非常時優先業務の実施体制への移行 

  本部長が「第５非常配備」体制を指令したとき、気象庁から南海トラフ地震臨時

情報（調査中）が発表されたとき又は本部長が必要と認める場合には、本計画を発

動し、非常時優先業務を実施する。 

 

２ 職務代行 

  本部長、副本部長及び本部員の参集率の低い発災直後の初動期において、組織内

の業務が迅速かつ円滑に進むためには、指揮命令系統が確立されていなければなら

ない。そのため、本部長、副本部長及び本部員の職員が参集不能の場合にも適切な

意思決定をするため、下記のとおり定める。 

  本部長が不在の場合 

   本部長が不在の場合は、東海市災害対策本部条例第 2条第 2項に基づき、副本

部長が職務を代行する。職務を代行する副本部長の順序としては、東海市災害対

策活動要綱第２条第２項に基づき、総務部の事務を担任する副市長、その他の副

市長及び教育長の順序とする。 

  本部員が不在の場合 

   本部員が不在の場合は、本部員が所属する部の次長級、課長級の職の順で職務

を代行するものとする。 
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３ 職員の参集及び非常時優先業務実施に際しての任務 

  被害の情報収集 

   大規模災害時には、災害対策本部に情報が入ってこないことが懸念される。そ

のため、勤務時間外に発災した場合、職員は自宅から参集場所へ参集するまでの

途中の被災状況を、できるだけ写真やビデオカメラに収め、災害対策本部に状況

報告することとする。 

  職員の安否確認 

   非常時優先業務を着実に実施していくためには、人員を確保することが基本と

なる。職員は日ごろから、災害から自分自身の身を守る行動に心がける必要があ

る。 

   また、災害時には、情報伝達システムやメール、電話等により、直ちに自分自

身の安否を上司等へ報告するものとする。 

  家族の安否確認 

   職員の参集を実現するためには、同時にその家族の安否確認を確実かつ速やか

に行うことが必須である。職員は、日ごろから家族との間でメールや災害用伝言

ダイヤル、災害用伝言板等の連絡方法を確認しておき、災害時には、情報伝達シ

ステム等により、家族の安否も自分自身の安否と合わせて報告するものとする。 

  非常時優先業務実施時の記録 

   災害対応時の各場面においての方針決定、各機関との連絡調整及び記者会見等

のメディア対応並びに災害対応後に作成する検証報告等における災害時の記録の

作成等に、様々な情報が必要となるため、職員一人ひとりがどの時間帯にどのよ

うな非常時優先業務を実施したのか、記録を取るものとする。 
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第４章 非常時優先業務の選定 

１ 非常時優先業務の選定基準 

  まずは市民の生命を守るための業務を実施 

   発災直後は、必要資源が不足し、行わなければならない災害対応業務量は膨大

となる。 

   また、市民のニーズに合わせ、時間の経過とともに災害対応業務の内容が変化

していく。 

   このため、時系列ごとの優先度に応じた、実施する業務の選択と、これに応じ

た必要資源を集中させて、災害対応を実施しなければならない。 

   しかし、発災直後は、全ての災害対応業務を一斉に開始するのではなく、まず

は、市民の生命を守るための業務を優先して実施し、その後、各種窓口の設置や、

生活再建のための業務等を実施する。 

  ライフライン系は早期に復旧させなければならない 

   ライフラインの機能の有無は、市民の生命及び生活に直結する。そのため、上

下水道及び建築・土木等の部署は、ライフラインの機能維持又は早期復旧に全力

を投入しなければならない。 

   また、上下水の処理場及びポンプ場並びにごみ処理施設その他市有の工場施設

は、一旦機能が停止すると復旧に相当な時間を要するため、優先的に、機能を回

復させなければならない。 

  業務着手時間及び目標達成時間の設定 

   非常時優先業務を選定するに当たり、各業務をいつ着手し、いつまでに終わら

せるのかを考えなければならない。 

   例えば、発災直後に行う業務として、「避難指示等の市民への情報発信」や「通

信システムの点検・復旧作業」などが考えられるが、それらの業務をほぼ同時に

着手したとしても、前者は単発で終わる業務に対し、後者は何時間又は何日間か

を要する業務である。それを考慮した上で、着手時間（優先順位）及び目標達成

時間（業務終了）を決める。 

 

 

 



26 
 

   着手時間については、次のＳ～Ｅの段階に分けて考える。 

Ｓ 発災直後に着手 Ａ ３時間以内に着手 Ｂ １日以内に着手 

Ｃ ３日以内に着手 Ｄ １週間以内に着手 Ｅ １ヶ月以内に着手 

 

２ 発災後の経過時間ごとの非常時優先業務の着手の考え方 

  次の表は、東日本大震災で被災した自治体の災害対応を参考にまとめたものであ

り、この表を基に本市の非常時優先業務を洗い出した。 

 発災直後（Ｓ） 

  南海トラフ地震が発生すると、本市へは津波が到達する可能性がある。まずは、

二次災害を防ぐため、津波からの避難等を呼びかける必要がある。 

  また、安否確認等により職員のマンパワーを確保するとともに、災害対策本部

を設置するため、施設の安全確認を行うことが想定される。 

【実施する主な業務等】 

 職員参集、大津波警報に伴う避難指示、職員の安否確認、施設内の点検及び消火

並びに救助活動など 

 発災後３時間以内（Ａ） 

  発災後は、施設の停電及びシステムダウンの中、災害対策本部を立ち上げ、本

部長の指揮命令のもと、業務を行うことが求められる。 

  この段階では、ほとんど災害に関する情報が入って来ないため、市内各地の情

報収集を行わなければならない。情報班は、収集、分析、発信の３つに業務を分

担しないと、うまく機能しなくなる。 

  また、避難者が増えることが予想されることから、避難所を開設する必要があ

る。 

【実施する主な業務等】 

 災害対策本部設置、通信システムの復旧作業、被害状況の把握、避難所開設など 

 発災後１日以内（Ｂ） 

  避難者数及び行方不明者等の安否確認が必要になってくる。 

  また、避難者数等から、本市で備蓄している物資の仕分け及び搬送を開始しな

ければならない。お寺やホテルなど、市の施設以外の施設も避難所となる可能性

があるため、見落とさないよう、注意が必要である。 

  救出とともに遺体が発見されることが考えられる。遺体安置所の設置及び遺体

管理を行わなければならない。 

  道路が瓦れき等で寸断されていると支援が受けられなくなる。そのため、建

築・土木等の部署を中心に、緊急輸送道路を主とした道路の確保に努めなければ

ならない。 

  上下水道等のライフラインの復旧作業にも取りかかる必要がある。 

  これらの被害状況を集約し、県及び自衛隊、緊急消防援助隊その他の関係機関

へ報告し、救助及び支援の要請を実施する。 

【実施する主な業務等】 

 安否確認所の設置、遺体安置所の設置、道路の点検、必要資機材及び重機の調達、

ライフラインの復旧作業、各機関への派遣要請など 
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 発災後３日以内（Ｃ） 

  一般に、災害救助においては、発災後７２時間を経過すると生存者救出の可能

性は著しく低くなると言われている。 

  ３日ほど経つと、各関係機関からの応援が来ることが予想される。そのため、

応援機関の配置場所や支援内容、物資集配拠点等の受援内容を決めておく必要が

ある。特に海外からの救助隊などは、勝手に来て活動し、勝手に帰っていくこと

が見受けられるため、応援機関との情報のやりとりや連携が大事である。 

  救援物資については、希望しない物資も含めて大量に届く可能性があり、救援

物資の管理方法等に悩む可能性がある。運送会社への委託が望まれる。 

  避難所では、避難者の健康状態が心配される。応援に来た保健師を中心に、避

難者の健康状態を診て回る必要がある。 

  死亡届等、各届け出の受付を開始しなければならない。また、遺体の火葬場の

確保及び遺族の対応（送迎のためのバスの手配など）の必要が出てくる。遺体安

置所での遺体の管理は、葬儀業者との連携が望まれる。 

  総理大臣その他国会議員及び芸能人等による視察又はイベント等の対応を行

う必要がある。視察のための被害状況等をまとめた資料も作成しなければならな

い。 

【実施する主な業務等】 

 緊急輸送道路の確保、物資集配拠点設置、救援物資の管理及び仕分け並びに搬送、

ライフライン機能の回復、受援体制の整備、他機関との連携した救助活動、避難者

の健康状態の管理、死亡届の受理、遺族対応、視察団対応など 

 発災後１週間以内（Ｄ） 

  発災直後の生命の危機が去り、電気・ガス・上下水道・通信といったライフラ

インの復旧がほぼ完了する。市民の生命を守る業務から、身体及び財産を守るた

めの業務への移行が求められる。 

  食糧不足のため、家屋に被害がなかった市民も避難所に来るようになり、避難

者数がピークになることが予想される。一方で、避難者が速やかに避難所生活か

ら通常の生活へ戻ることができる環境づくりを進め、市役所の通常業務について

も、必要性及び緊急性の高いものから順次再開していくことが望まれる。 

【実施する主な業務等】 

 避難所の集約及び閉鎖、仮設住宅の計画、各種証明の受理、ガレキ処理、市役所

通常業務の一部再開など 
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 発災後１ヶ月以内（Ｅ） 

  生活再建支援の業務へ切り替えることが望まれる。また、避難所となっている

学校では、授業の再開に向け、避難所を縮小・集約しなければならない。 

  発災から一定期間が経過したこの時期においては、被災者支援業務が大幅に拡

大する時期である。被災者支援業務を迅速に進めるためには、重要性の低い通常

業務については、実施の見送りを継続する。 

  仮設住宅の入居者募集や、復興公営住宅の計画立案を行わなければならない。

仮設住宅ができるまでは、アパート等への一時入居についても視野に入れる。仮

設住宅については、用地確保は本市で行うが、実施主体は県であるため、国・県

等の対応や方針によっても進捗が左右される可能性がある。 

  死亡、罹災等の各種証明書の発行業務をスタートさせるなど、窓口業務を順次

再開させていく。 

【実施する主な業務等】 

 被災者支援業務、仮設住宅の入居者募集、復興公営住宅の建設計画、各種証明書

の発行、災害弔慰金の支給など 
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３ 選定後の結果 

 各課等の非常時優先業務を取りまとめ、課別・着手時期別にした結果は表のとおり

である。 
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各課等の非常時優先業務のうち、災害対応業務を「①本部運営～⑧その他」に分類し、各分野でどのような対応をいつ頃着手すべきかをまとめた。このような流れで実施することとなる。 

 



32 
 

第５章 非常時優先業務における課題と対応 

１ 課題の選定基準 

  目標着手時期がＳ～Ｅの非常時優先業務に対し、各課等においてどのような課題

があり、事前に対応が必要なものをⅠ～Ⅴに分けた。Ⅰ～Ⅴの課題の選定基準は表

のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題と対応 

  市民ニーズに応えるために、通常業務（特に窓口業務）を早期に再開させる必要

があるが、一方で、極めて膨大な災害対応業務を迅速に実施しなければならない。 

  ＢＣＰを作成する中で明らかとなった課題業務の優先度別の数は表のとおりであ

る。 

 

 

  この課題業務のうち、特に優先度の高い課題とその対応について、次のとおりま

とめた。これらは、全庁を挙げて対策を取っていく必要がある。 

  連絡調整及び情報発信手段 

   大規模災害時は、通信システムの途絶等により、国、県、協定先、委託先その

他関係機関等との外部との連絡調整が難しくなる。国（中部地方整備局）及び県

優先度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 総計

通常業務 34 23 59 45 79 240

災害対応業務 78 61 81 13 31 264

総計 112 84 140 58 110 504

　課題対応の優先度

 

大 中 小
・死者の発生
・多数の負傷者発生
・行方不明者発生
・業務の遅延が地域社会に大きな影響を及ぼす
・業務継続に多大な影響がある

・少数の負傷者発生
・業務が遅延しても市民が困らない
・業務継続への影響が少ない

大
地震が発生するとその
影響が必ず発生する

優先度Ⅰ
（その業務の対策ができないと、発災時にほぼ
確実に死者や負傷者、行方不明者が増える。又
は業務が遅延することにより、社会に多大な影

響を及ぼす。）

優先度Ⅱ
優先度Ⅲ

（対策ができないと業務が遅延する可能性は高
いものの、市民等への影響は少しで済む。）

中 優先度Ⅱ 優先度Ⅲ 優先度Ⅳ

小
地震が発生しても影響
する可能性は低い

優先度Ⅲ
（対策ができなくても業務ができなくなることはま
ずないが、仮にその業務ができなくなると、市民

等へ多大な影響を及ぼす。）

優先度Ⅳ

優先度Ⅴ
（対策ができなくても業務ができなくなる可能性
は低く、また、仮にその業務ができなくなったとし

ても市民等への影響は少ない。）

影響度

発
生
の
可
能
性
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職員については、大規模災害時に災害対策本部へ自動参集することになっている

が、他の関係機関についても、大規模災害時にはどのように連絡を取り合うかを

事前に決めておかなければならない。 

   また、市民に対して速やかに災害対応の状況、窓口等の業務停止の範囲及び業

務再開時期等について広報しなければならないが、通信システムが使えない場合

の広報手段（看板で案内等）についての検討が必要である。 

   このように、情報収集や情報発信については、通信システムの早期復旧が必須

であるが、各課等の非常時優先業務を考慮し、どのシステムから復旧させていく

べきかを事前に定めておくことが、非常時優先業務をスムーズに実施するのに必

要不可欠である。 

  資機材・物資 

  ア 燃料 

    災害発生時においては、災害対応に用いる公用車だけではなく、市庁舎等に

おける非常用発電機の運転や、避難所での電源確保等、様々な状況において燃

料が必要となる。 

    平常時においては、市有施設における燃料の備蓄と各施設が使用する油種等

の把握に加え、愛知県石油業協同組合知多連合会知多第２地区東海市グループ

との「災害時におけるガソリン等燃料の供給に関する協定」の締結など、事前

対応策を実施する。しかし、災害発生時においては、交通の混乱や協定締結先

の被災により、市の各部局の要求する量の全てを調達できない事態も想定され

る。 

    そのため、燃料の配分に当たっては、燃料の供給可能量を考慮し、非常時優

先業務の中でも特に重要な機能及び停止させてはならない業務について、優先

的に燃料を配分することが必要である。 

  イ 公用車 

    災害発生の初動期においては、避難所への職員の派遣、所管施設等との連絡・

被害状況把握、市道等のパトロールをはじめとした、様々な非常時優先業務に

おいて職員の移動手段の確保が重要となる。 

    平常時から公用車の燃料を半分以下にならないよう、こまめな給油を実施す

る。 



34 
 

    一方で、本市が保有する公用車の台数には限りがあるため、業務に使用する

自動車の需要数に対し、保有する公用車の台数が不足する場合の対応策（相乗

り、レンタカー、タクシー、自転車等の活用）の検討が必要である。 

  ウ 資機材等調達 

    ほとんどの災害対応業務には、資機材を使用しなければならず、委託業者や

協定先等から調達することが見込まれる。しかし、それらの者も被災する可能

性があり、さらに本市だけでなく他の自治体も被災することで配分量が調整さ

れることから、本市において準備できるものは、極力事前に備え付けておかな

ければならない。 

    また、医薬品の調達については、東海市薬剤師会との「災害時における医療

救護に必要な医薬品等に関する協定」の締結など、各救護所において医薬品を

分配できる仕組みを整える。 

  内部体制の調整 

  ア 参集・安否 

    災害時には安否確認を実施する必要があり、メール等により自ら上司等へ報

告しなければならないが、現時点で参集報告が可能な手段は、Ｊ－ＡＬＥＲＴ

と連動で発信される情報伝達システムだけである。しかし、大規模災害時には

メール等の使用が制限され、情報伝達システムも使用できなくなる可能性があ

るため、情報伝達システムに加え、新たに安否を確認する手段の構築が必要で

ある。 

  イ 連携 

    非常時優先業務を実施する際には、一つの課や一つの部局だけで対応できる

業務が少なく、部を越えた連携が必須であり、そうした場合の指揮者等を決め

るなどの体制を整える必要がある。 

    また、情報共有をどのように実施すべきかが課題であるが、災害対策本部等

において情報を集約・分析・発信するなど、連携していくことが望まれる。 

  ウ 職員の健康管理 

    災害発生直後の業務は多忙を極め、しかも長時間の労働となる可能性が高い。

また、応急対策業務から徐々に復旧業務、通常業務へと移行するまでは、長期

間を要すると想定されることから、非常時優先業務を継続的に遂行していくた
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めには、職員の健康管理が重要である。 

    この点を意識し、食糧・休憩場所・トイレ等の確保、交替勤務のルールなど、

事前に対策を講じておくとともに、家族との連絡、一時帰宅等について配慮し、

本人・家族を含めた心身の健康チェックを行える体制を整える必要がある。 

  外部との連携 

   本市職員だけではマンパワーの確保が難しく、他自治体や関係団体・機関から

の応援を要請する必要があるが、受け入れに際しては応援職員等の人数の把握だ

けではなく、応援職員等の宿泊施設の確保や被災地に搬入される緊急車両及び重

機等の展開場所が必要となる。このため、地域防災計画と整合性を取りながら受

援体制のマニュアルを整備するなど、効率よく災害対応が実施できるよう検討し

ていく。 

  マニュアル・訓練 

   非常時優先業務を実施する際に、例えばどの通信システムから復旧させるべき

か、受援体制をどうするか、ライフラインをどのように復旧させるのか、災害廃

棄物をどう処理するかなど、各課等において、手順等を示した計画やマニュアル

の作成を検討する。 

   また、作成した計画やマニュアルが有効かを検証し、定着させるためには、繰

り返し訓練を実施する必要がある。 
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「災害対応確認表（概要）」の業務で挙がった課題と対応は表のとおりである。 
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第６章 今後の取組み 

１ 本計画の推進 

  本計画の定着と課題の対応を具体化するため、各課等に防災担当者を設置し、説

明会や訓練等を実施するなど、災害対応能力の向上を図るとともに、必要に応じて

本計画を見直すなど、計画の改善・定着を図りながら推進していく。 

 

２ 教育・訓練 

  本計画の発動にあたっては、職員一人ひとりが本計画の目的、役割を正しく理解

し、実際の実務に活かさなければならないため、教育や訓練等を通じて職員個人の

能力を向上させるとともに、組織的な対応力の向上を図っていく必要がある。 

  また、教育・訓練の結果を検証し、課題や不足事項等について把握するとともに、

課題の解消に向けて庁舎設備等の強化や各課等の業務マニュアルの整備を進めて

いく。 

 

３ 本計画の更新 

  社会状況の変化、人事異動等による組織の改正、各課等の新しい取組みなど、絶

えず変化する業務に対応するため、ＰＤＣＡサイクル（計画、実行、評価、改善）

を展開し、定期的に見直し、更新を行うとともに、組織としての業務継続能力を継

続的に維持・改善するプロセスを構築していく。 

 

 


